
４．主要事業の今後の方針 

 

主要事業に対する今後の方針については、全産業計で「現状維持」が５６．９％（前年

５６．３％）と最も高く、以下、「強化拡大」３８．２％（前年３８．６％）、「縮小」

４．５％（前年４．３％）、「廃止」０．４％（前年０．２％）と続いている。 

従業員規模別でみると、「１００～３００人」では「強化拡大」との回答が６４．３％

に上っており、従業員規模が大きくなるほど積極方針を採る様子が窺える。 

 

 

第７図表 主要事業の今後 
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